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新 規 事 業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

Ⅰ 総 額

区 分 令和８年度 令和７年度 伸び率

予算総額 315,125,017千円 304,990,224千円 3.3％

一般会計構成比 13.0％ 13.7％ －

【一般会計】

区 分 令和８年度 令和７年度 伸び率

予算総額 540,447,866千円 557,656,023千円 △3.1％

【公債費特別会計】

－ ２ －

区 分 令和８年度 令和７年度 伸び率

予算総額 13,750,303千円 13,687,921千円 0.5％

【市町村振興特別会計】



新 規 事 業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

－ ３ －

Ⅱ 主な新規事業及び重要施策

１ 埼玉版ＳＤＧｓの推進

Ｐ ５ 一部新規 埼玉版ＳＤＧｓの推進 【計画調整課】 ２７，８８９

（単位 千円）

Ｐ ６ ふるさと納税制度を活用した地域活性化 【計画調整課、地域政策課】 ５６，９７３

Ｐ ７ 一部新規 デジタルトランスフォーメーションの推進 【情報システム戦略課、行政・デジタル改革課】
３８６，５８５

２ 支え合い魅力あふれる地域社会の構築

Ｐ ８ 一部新規 「住むなら埼玉」移住・定住の促進 【地域政策課】 １０３，９６６

Ｐ ９ 市町村に対する総合的な支援の推進 【地域政策課、市町村課】
８，２７８，６４８

Ｐ１０ 新 規 デジタルで変わる未来型オフィス整備 【行政・デジタル改革課、北部拠点政策幹】
２６４，３２１

Ｐ１１ 北部地域振興交流拠点の整備推進 【北部拠点政策幹】 １０８，６９８



新 規 事 業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

－ ４ －

３ 未来を見据えた社会基盤の創造

Ｐ１２ 地籍調査の促進 【土地水政策課】 ４２３，２７８

（単位 千円）

Ｐ１３ 「あと数マイル・プロジェクト」の推進 【交通政策課】 ２０４，９７２

Ｐ１５ 一部新規 地域公共交通の活性化の促進 【交通政策課】 １５９，４５２

Ｐ１６ 見沼田圃の保全・活用・創造の推進 【土地水政策課】 ２０５，６５５

Ｐ１４ 一部新規 地域公共交通の安全対策の促進 【交通政策課】 １６，９５４

４ 豊かな自然と共生する社会の実現



あらゆる人に居場所があり、活躍でき、安心して暮らせる「日本一暮らしやすい埼玉」を実現するため、多様なステークホル
ダーとの協働を通じて埼玉版ＳＤＧｓを推進する。

－ ５ －

埼玉版ＳＤＧｓの推進

目 的

担当 計画調整課 総括・ＳＤＧｓ推進担当 内線 ２１３３

【予算額】２７，８８９千円

事業概要

１ 埼玉版ＳＤＧｓの推進 ２７，８８９千円

（１）埼玉版ＳＤＧｓの強化（一部新規） １２，６１９千円
県民や企業など全てのステークホルダーがＳＤＧｓに取り組める環境を整え、ワンチーム埼玉でＳＤＧｓの推進を図る。
・「埼玉県ＳＤＧｓ官民連携プラットフォーム」の運営
・「埼玉県ＳＤＧｓパートナー登録制度」の運用

新規・拡充内容
➢ 埼玉版ＳＤＧｓアクション推進プロジェクト【新規】
プラットフォーム会員企業等による県民を巻き込んだＳＤＧｓの活動を支援することで、ＳＤＧｓの実践的な取組を

県全体に拡大する。
《県による企業支援》
・情報交換会・交流会の開催（企業等のマッチング）
・県・企業等の協働による県民参加のイベント等の開催
・企業等の取組を県が広報

（２）県内中小企業の持続的な経営の支援 １５，２７０千円
高いレベルでサステナブル経営に取り組んでいる企業を県が認証することで、県内中小企業の持続的な経営を支援する。
・「埼玉県サステナブル企業認証制度」の運用

認証ロゴマーク

➢ 認証企業のPR 【拡充】
求職情報サイトやSNS等の活用により認証企業をPRし、
企業価値の向上を図る。

新規・拡充内容

一部新規

埼玉県ＳＤＧｓパートナー登録制度
ＳＤＧｓの取組
（自己評価）

サステナブル
経営の取組
（客観評価）

埼玉県サステナブル企業認証制度

取
組
レ
ベ
ル

の
向
上

プラチナ認証

ゴールド認証



企業版ふるさと納税及び返礼品付ふるさと納税を活用して、本県の「ファン」を増やすとともに、地域のさらなる活性化を図る。

－ ６ －

ふるさと納税制度を活用した地域活性化

目 的

【予算額】５６，９７３千円

（１）埼玉県返礼品付ふるさと納税事業 ４２，０００千円
・各地域の食やコト、モノの組合せや県オリジナルの
  返礼品を通して、地域の魅力をアピールし関係人口
  の増加につなげる。
・受け入れた寄附を活用し、市町村による地域振興を
  支援する。

担当 計画調整課 計画・地方創生担当 内線 ２１４３
地域政策課 地域振興担当 内線 ２７７６ 

事業概要

１ 企業版ふるさと納税推進事業 １４，９７３千円

（１）企業版ふるさと納税推進事業 １４，９７３千円
マッチング支援業者の活用や事業紹介動画の発信を通じて、企業版ふるさと納税によるさらなる寄附の確保を図り、

一層の地域活性化を推進する。

➢ 成果報酬型委託契約の仕組み ➢ 寄附募集事業の例

こども食堂応援プロジェクト「渋沢MIX」イノベーション創出支援事業

＊ 委託料は、寄附額に応じた歩合制とした完全成果報酬型の委託方式 各事業の紹介動画を作成しPR

大宮公園の魅力アップ事業

２ 埼玉県返礼品付ふるさと納税事業 ４２，０００千円【市町村振興事業特別会計】

➢ 返礼品のイメージ

比企エリアお楽しみセット 桐の棚

春日部市伝統の桐製品小川町×ときがわ町の
食事・入浴券セット

日本酒大満足セット

川越市×行田市の
日本酒セット



－ ７ －

デジタルトランスフォーメーションの推進 【予算額】３８６，５８５千円

事業概要

１ 市町村のＤＸ推進支援 ３２，９２４千円

２ ＤＸ実現に向けたさらなるデジタル技術の活用 ３５３，６６１千円

（１）県民・事業者サービス及び行政事務のデジタル化 ３５３，６６１千円
埼玉県の様々な地理情報を集約した「埼玉県ＧＩＳ」の操作性の向上等を図るとともに、メタバースなどオンライン

の利点を生かしたサービスを提供することで、県民・事業者のサービスの向上を図る。
また、生成ＡＩ及びノーコードツール等の各種デジタルツールの活用等により、ＤＸのさらなる推進を図る。

一部新規 担当 情報システム戦略課 企画・市町村支援担当 内線 ２２９０
行政・デジタル改革課 ＤＸ推進担当 内線 ２１２１

➢ 「埼玉県GIS」への新たなマップの追加及び操作性の向上（８９マップ → ９３マップ）【拡充】

新規・拡充内容

デジタルトランスフォーメーションの実現に向けて、さらなるデジタル技術の活用による県民サービス等の向上を図る。

目 的

（１）市町村のＤＸ推進に向けた支援体制の強化（一部新規） ３２，９２４千円
ＤＸを推進する人材が不足する市町村を支援するため、自治体ＤＸアクセラレータ※（県職員）と外部デジタル専門人材

が連携し、市町村ごとの課題に応じて状況の分析からプランの策定、実施までを継続・直接的に伴走型で支援する。

➢ 自治体ＤＸアクセラレータ（県職員）と外部デジタル専門人材が連携した長期伴走支援の実施 【新規】

新規・拡充内容

令和８年４月～ ～令和９年３月

テーマ選定・プラン策定・進行管理・人材育成等の直接的な支援を継続して実施

取組段階やテーマに応じて、多様な外部デジタル専門人材による助言を実施

外部デジタル
専門人材

プランに基づくDXの推進 更なるDXの推進
テーマ選定
プラン策定

現状分析
(課題抽出)

自治体ＤＸ
アクセラレータ

支援対象
市町村

※自治体ＤＸアクセラレータ：デジタル分野における一定の実務経験・スキルを有し、市町村のＤＸ支援を行う職員



－ ８ －

「住むなら埼玉」移住・定住の促進 【予算額】１０３，９６６千円

事業概要

１ 移住・定住の促進 １０３，９６６千円

一部新規 担当 地域政策課 地域振興担当 内線 ２７７３

埼玉移住・定住の情報発信等を行い、本県への移住及び定住を促進する。

目 的

（１）埼玉移住・定住促進事業 ２８，１２３千円
民間企業・団体、市町村及び県を構成員とする「住むなら埼玉」官民連携

協議会を通じて、官民連携により移住・定住促進施策に取り組む。
また、県外在住者に埼玉移住の魅力をＰＲするため、ＳＮＳを活用した

情報発信や移住イベントへの出展等により、効果的に移住促進プロモーション
を実施する。

（２）移住就業等支援金補助事業 ５８，３３９千円
東京２３区から対象１５市町村に移住し就業した者等に支援金を支給する。
また、１８歳未満の子どもを帯同して移住する場合には支援金を加算する。

（国１／２・県１／４・市町村１／４） 

（３）「住むなら埼玉」移住マッチング相談事業（新規） １７，５０４千円
ア 生成ＡＩを活用した移住相談の実施

移住に関心のある方がいつでもどこでも、２４時間３６５日相談できる
生成ＡＩを活用した窓口を開設する。

イ 先輩移住者による移住相談の実施
地域おこし協力隊ＯＢ・ＯＧなどの先輩移住者に直接相談できるＷＥＢ

相談を実施する。
ウ 二地域居住特設ページの開設

二地域居住に興味・関心のある方へＰＲするため、「住むなら埼玉」
移住・定住ポータルサイト内に県内の二地域居住の事例を紹介する特設
ページを開設する。

「住むなら埼玉」移住・定住ポータルサイト

生成ＡＩを活用した移住相談
（イメージ）【新規】

住まい
仕事
地域情報
など

相談

市町村ウェブサイト等（イメージ）

「住むなら埼玉」移住サポートセンター
における移住相談（イメージ）

先輩移住者によるWEB相談
（イメージ）【新規】

相談 相談回答 回答

移住情報の
収集

回答

（適切な情報に誘導）



市町村の主体的な取組を促進するため、埼玉県ふるさと創造資金、埼玉県ふるさと創造貸付金、埼玉県分権推進交付金による
総合的な支援を行う。

－ ９ －

市町村に対する総合的な支援の推進

目 的

【予算額】８，２７８，６４８千円

事業概要

１ 埼玉県ふるさと創造資金 １，５００，０００千円【市町村振興事業特別会計】

２ 埼玉県ふるさと創造貸付金  ６，０００，０００千円【市町村振興事業特別会計】

社会基盤整備事業等への資金貸付制度（特定支援事業・一般事業）

担当 地域政策課 地域振興担当 内線 ２７６８
市町村課 財政担当 内線 ２７９２

地域の強み・特色、解決すべき課題に応じた事業の実施

市町村

県全体の
魅力向上

・市町村提案・実施型事業
・県政策連動型事業
・災害等対策事業

ふるさと創造資金 ふるさと創造貸付金

・特定支援事業
・一般事業

補助 貸付

県（１）市町村提案・実施型事業
地域資源や市町村の強みを活かした取組を補助
・魅力ある地域づくり事業（補助率：１／２等）
・市町村と地域団体との協働事業（補助率：１／２等）
・広域連携によるスマート自治体転換等支援事業（補助率：１／２）
・権限移譲特別推進事業（定額補助）

（２）県政策連動型事業
県政の重要課題の解決に向けた取組を補助
・住むなら埼玉移住促進事業（補助率：２／３等）
・公共交通バリアフリー化支援事業（補助率：１／２等）
・地籍調査準備支援事業（補助率：２／３）

（３）災害等対策事業
災害等の不測の事態への対応を補助
・広域避難連携推進事業（補助率：２／３）
・市町村緊急支援事業（補助率：２／３）

３ 埼玉県分権推進交付金  ７７８，６４８千円

市町村に権限移譲した事務の事務処理経費への交付



県民・職員双方にとって利便性が高い「行かなくても良い県庁・働きやすい県庁」の実現に向け、申請業務のデジタル完結や
生成ＡＩ等による申請サポート及び未来型オフィスを整備し、県民サービスの向上とともにデジタル化の進展を踏まえた効率的な
業務体制の構築に取り組む。

－ １０ －

デジタルで変わる未来型オフィス整備

目 的

【予算額】２６４，３２１千円

事業概要

１ 未来型オフィスの整備 ２６４，３２１千円

担当 行政・デジタル改革課 ＤＸ推進担当 内線 ２４４２
ＴＸ推進・行政改革担当 内線 ２４４０
行政管理担当 内線 ２４４４

北部拠点政策幹 北部地域拠点調整担当 内線 ２１３８

（１）地域機関における申請業務のデジタル完結 ９５，５９８千円
地域機関で取り扱っている対面や紙が前提となっている申請業務について、申請受付

から結果の通知等までの一連の処理をデジタルで完結させるため、「行政手続デジタル
完結サービス」を導入する。また、デジタル完結に必要な電子収納機能を搭載する。

新 規

（２）ＲＡＧを活用した生成ＡＩ等による申請・相談のデジタルサポート（新規）
３５，７５４千円

県民が自宅などの遠隔から申請等を行う際、ＲＡＧ（検索拡張生成）を活用した生成
ＡＩ等により、２４時間３６５日、相談を受け付けてサポートする。
また、職員が業務に必要な法令やマニュアル等の情報検索を生成ＡＩ等がサポート

することにより業務の高度化・効率化を図る。

（３）デジタルで変わる未来型オフィス整備（西部拠点）（新規） ９７，４４７千円
川越地方庁舎にデジタル活用を前提としたＡＢＷ（仕事内容や目的等に適した場所で

就業する働き方）環境を整備し、庁舎スペースの最適化及び職員の多様な働き方を実現
する。また、自然な会話を用いて来庁者をスムーズに案内するＡＩ窓口を整備する。

（４）北部地域振興交流拠点のモデルオフィス整備（北部拠点）（新規）  ３５，５２２千円
北部地域振興交流拠点への「本庁機能の一部移転」に向け、熊谷地方庁舎にモデル

オフィスを整備する。 

ABW環境

職員
県民・事業者

通知

AI窓口

生成AI

公開ナレッジ 庁内ナレッジ

DB DB

最新の法令やマニュアル等を参照

・・・

県民・事業者 職員

・・・

AIが的確・迅速回答 AIが判断を補助

行政手続デジタル完結サービス

オンライン申請

確認・連絡・決裁・相談

ABW環境

➢ 搭載事務数の拡大（９事務５０手続→１４事務７９手続）【拡充】
➢ 電子収納機能の搭載【拡充】

新規・拡充内容

３部局（環境・農林・都市）の相談・業務で導入



－ １１ －

北部地域振興交流拠点の整備推進 【予算額】１０８，６９８千円 【債務負担行為】 ４６，１２８千円

事業概要

１ 北部地域振興交流拠点の整備推進 １０８，６９８千円 【債務負担行為】４６，１２８千円

担当 北部拠点政策幹 北部地域拠点調整担当 内線 ２１３８

県北部地域の産業振興や交流の活性化、未来の県庁の先行モデルの実現を目指す北部地域振興交流拠点の整備を進める。

目 的

（１）北部地域振興交流拠点整備に係る事業者選定 １０８，６９８千円（熊谷市からの負担金４８，４８６千円）

北部地域振興交流拠点の入札に向けた要求水準書案や実施方針などの作成・公表にあたり、専門的知識・経験等を有する事業
者にアドバイザリー業務を委託（令和８～９年度の２か年契約）

熊谷市役所

熊谷駅

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度～

地域の活力向上機能
（A棟）

未来の県庁の先行ﾓﾃﾞﾙ機能
（B棟）

事業スケジュール

未来の県庁の先行モデル機能 （ B棟 ）

整備
内容

【埼玉県】

地域機関の集約

 ・ 熊谷地方庁舎内地域機関

 ・ 大里農林振興センター

 ・ 熊谷県土整備事務所

 ・ 熊谷建築安全センター

 ・ 営繕・公園事務所

本庁機能の一部

サテライトオフィス

整備概要

地域の活力向上機能 （ A棟 ）

整備
内容

【埼玉県】

・ 産業振興施設

・ 埼玉県立高等看護学院

・ 新埼玉県立図書館

・ 埼玉県立病院サテライト

【熊谷市】

・ 熊谷市役所

A棟整備イメージ B棟整備イメージ

基本計画

要求水準書案、実施方針の
作成・公表

入札・契約 設計・工事 （令和１５年度竣工予定※）

設計・工事 （令和１２年度竣工予定※）
要求水準書案、実施方針の

作成・公表
入札・契約

※最短の場合



地籍調査実施状況（令和８年度予定）

災害復旧の迅速化、公共事業の円滑化・コスト縮減、土地境界をめぐるトラブルの未然防止等を図るため、市町村が実施する
地籍調査（一筆ごとの土地の所有者、地番、地目を調査し、境界の位置と面積を測量する調査）を促進する。

－ １２ －

地籍調査の促進

目 的

【予算額】４２３，２７８千円

事業概要

１ 地籍調査の実施支援 ３９９，２７８千円

２ 地籍調査の準備支援   ２４，０００千円 【市町村振興事業特別会計】

（１）地籍調査準備支援事業 ２４，０００千円
地籍調査の新規着手・再開に向けて取り組む市町村に対して

準備に要する経費の一部を補助する。

担当 土地水政策課 総務・国土調査担当 内線 ２１９６

（１）地籍調査事業   ３９９，２７８千円
地籍調査を実施する市町村に対して

実施に要する経費の一部を補助する。

〔補助の概要〕
・対象：地籍調査を実施する市町村（２４団体）
・補助率：国１／２、県１／４、市町村１／４

〔補助の概要〕
・対象：地籍調査の未着手・休止中の市町村（２６団体）
・補助率：
（令和 ９年度まで）県２／３、市町村１／３（上限額４，０００千円）
（令和１０年度以降）県１／２、市町村１／２（上限額３，０００千円）

・補助対象経費：地籍調査の事業計画作成のための事前調査、住民への周知等

公図の例（地籍調査前） 地籍図（地籍調査後）



－ １３ －

「あと数マイル・プロジェクト」の推進 【予算額】２０４，９７２千円 【債務負担行為】１８９，２８２千円

事業概要

１ 埼玉高速鉄道線延伸の早期事業化に関する調査検討 １９０，２６２千円【債務負担行為 １８９，２８２千円】

２ 県内公共交通網の充実に向けた鉄道の延伸の調査検討  １４，７１０千円

（１）県内公共交通網の調査検討 １４，７１０千円
・東京１２号線、東京８号線、日暮里・舎人ライナー、多摩都市モノレールに
ついて、「あと数マイル・プロジェクト」推進検討会議で議論された取組の
方向性を踏まえ、必要な調査を実施する。

・各路線の状況に応じた関係自治体で構成する検討組織を立ち上げ、
まちづくり等について検討する（東京１２号線、東京８号線）。

担当 交通政策課 調査計画・３セク線担当 内線 ２２３５

鉄道の延伸に向けた検討を進め、公共交通の更なる利便性向上を図る。

目 的

（１）環境影響評価など都市計画決定に必要な調査 １８７，８５７千円
埼玉高速鉄道線延伸（浦和美園～岩槻）の早期実現に向け、環境影響評価など

都市計画決定に必要な調査をさいたま市と共同で実施する。

（２）埼玉スタジアム駅（仮称）の混雑対策に関する調査 ２，４０５千円
埼玉スタジアム２〇〇２から駅付近における混雑対策に関する調査を実施する。

〔あと数マイル・プロジェクト路線図〕

〔調査の概要〕
・環境影響評価

(計画書作成及び手続き、猛禽類調査、地下水観測井戸の設置・観測等)
・都市計画決定に向けた必要な調査等

(路線測量、地質調査、概略設計等)

環境影響評価など都市計画決定に必要な調査   １８９，２８２千円   
債務負担期間：令和９年度～令和１０年度

【債務負担行為】



（１）第４種踏切安全対策費補助（１４箇所分） ５，２５０千円
第４種踏切の安全対策を早期に実施する鉄道事業者に費用の一部を補助する。
補助率：鉄道事業者負担額の３／４
補助対象経費：安全対策 …簡易遮断機等、歩行者等の一旦停止及び左右確認を促す設備整備に要する経費

－ １４ －

地域公共交通の安全対策の促進 【予算額】１６，９５４千円 【債務負担行為】１２０，０００千円

担当 交通政策課 鉄道担当 内線 ２２３６

２ 第４種踏切安全対策費補助 ７，８０２千円

（１）第４種踏切安全対策費補助（新規）（１３箇所分） ７，８０２千円
第４種踏切の安全対策費用の一部を負担する市町に対して補助する。
補助率：市町負担額の１／２
補助対象経費：安全対策 …簡易遮断機等、歩行者等の一旦停止及び左右確認を促す設備整備に要する経費

廃止対策 …廃止踏切の安全対策に要する経費

一部新規

駅ホームからの転落事故の防止や踏切事故の防止など、地域公共交通である鉄道の安全対策を促進する。

目 的

事業概要

１ 駅ホームからの転落防止対策推進事業 ９，１５２千円【債務負担行為 １２０，０００千円】

事例：第４種踏切（皆野町内）

事例：ホームドア（草加駅）

事例：内方線付き点状ブロック
（つきのわ駅）

【参考】令和７年度２月補正予算

（参考：２月補正経済対策分予算額）５，２５０千円

補助率：市町村負担額の１／２
補助上限額：３千万円／番線

（１）ホームドア設置促進事業（６番線分）
ホームドア整備費用の一部を負担する市町村に対して補助する。

（２）点状ブロック整備促進事業（５番線分）
内方線付き点状ブロックの整備費用の一部を負担する市町村に対して補助する。

ホームドア整備促進事業（２駅４番線分） １２０，０００千円   
債務負担期間：令和９年度 補助対象：戸田市

【債務負担行為】



人口減少や高齢化の急速な進行を踏まえ、高齢者をはじめとした地域住民の移動手段の確保・充実を図るとともに、地域公共交
通を支える市町村・交通事業者の取組等を支援することにより、地域公共交通の活性化を図る。

－ １５ －

地域公共交通の活性化の促進

目 的

【予算額】１５９，４５２千円

事業概要

１ 地域公共交通事業者の人材確保支援事業 １５，９５６千円

２ 地域公共交通ＤＸ・コンパクト＋ネットワーク促進事業及びバス路線維持対策費 １４３，４９６千円

（１）地域公共交通ＤＸ・コンパクト＋ネットワーク促進事業 ５７，６６０千円
ＤＸの推進やコンパクト＋ネットワークによる交通再編に係る経費等を補助する。
①市町村の取組 補助率：市町村負担額の１／２（上限額１０,０００千円）
②交通事業者の取組 補助率：事業者負担額の１／２（上限額 ２,５００千円）

（１）業界団体（県バス協会・乗用自動車協会）を通じた支援（新規） ５，９３８千円
持続的に運転手を確保するため、若者・女性を中心とした以下の人材確保策に係る費用を

補助する。
①二種免許及び受験資格特例教習補助、②独自の人材確保策への補助、
③合同就職説明会の開催への補助（県乗用自動車協会）

補助率：業界団体負担額の１／２等（上限額１,０００千円等 メニューにより異なる）

若者・女性運転手のイメージ((株)西武バス提供)

自動運転バス

（２）事業者への支援（公共交通運転手不足対策促進事業） １０，０１８千円
乗合バス・タクシー事業者に女性進出促進のための職場環境整備に係る費用を補助する。
補助率：交通事業者負担額の１／２（上限額２,０００千円）

AIオンデマンド交通

スマートバス停

一部新規

普
通
免
許
取
得

二
種
免
許
取
得

2年短縮

特
例
教
習
19歳以上、経験1年以上

21歳以上、経験3年以上
【二種免許取得の流れ】

（１）地域公共交通生産性等向上促進事業  ３９５，０００千円
ＤＸツールの導入など交通事業者による生産性向上等に資する新たな取組に対して補助する。
①生産性向上の取組 補助率：事業者負担額の２／３等（上限額６，０００千円等）
②利便性向上の取組 補助率：事業者負担額の１／２ （上限額３，５００千円等）

（２）バス路線維持対策費 ８５，８３６千円
バス路線の維持・確保を図るため、市町村等に対して、運行費用を補助する。
補助率：運行費用の赤字分の１／２（上限額２０，０００千円等 メニューにより異なる）

【参考】令和７年度２月補正予算

（参考：２月補正経済対策分予算額）３９５，０００千円

担当 交通政策課 交通企画・バス担当 内線 ２２３７、２２３９



首都近郊に残された貴重な大規模緑地空間である見沼田圃について「見沼田圃の保全・活用・創造の基本方針」に基づき、治水
機能を保持しつつ、農地、公園、緑地等として土地利用を図る。

－ １６ －

見沼田圃の保全・活用・創造の推進

目 的

【予算額】２０５，６５５千円

事業概要

１ 見沼田圃公有地化事業 １６１，２８１千円

２ 見沼田圃県民ふれあい事業 ４４，３７４千円

（１）公有地の適切な管理と利活用 ３８，０７４千円
・農業者に貸付を行い、農地として管理する。
・見沼田圃の保全・活用・創造の普及啓発を目的とした農業体験イベント等を実施する。

担当 土地水政策課 見沼田圃・三富地域担当 内線 ２１９２

（１）見沼田圃の公有地化   １６１，２８１千円
基本方針により土地利用が著しく制限される場合等に土地の買取等を行う。

（２）未利用公有地の利活用促進に向け新たな担い手参入の支援 ６，３００千円
・未利用農地の利活用を図るため、新規導入作物の実証栽培や新たな担い手の育成を行う。
・農業に不向きな未利用公有地において植栽等の緑化を進める。

見沼田圃とさいたま新都心

農業者への貸付予定地 農業体験（野菜収穫）の風景 農業体験（菜の花栽培・菜種油採取）の風景 未利用公有地の緑化（コスモス畑）
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